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）本論文で取り上げる 現地化 とは ヒトの現地化 であり、その象徴的事象として 海外子会社
トップの現地化 に着目して議論を進めていることを念のため付言しておく。





各々 ％・ ％であるのに対し、 年代・ 年代にできた企業のそれは ％・ ％に留
まることから、時間の経過とともに現地化が進展するという見解は日本企業には該当しな
い旨を論じている。
一方、 欧米企業との比較研究 では、 （ ）や （ ）が日系企業
は相対的に本国人社長比率が高いことを問題視している。例えば は、日本企業の海















次に日本企業の 現地化の遅れ の背景に関連した つの代表的な見解を見ておきた
い。第 は安室（ ）が提示した 異文化コミュニケーション の視点によるもので、
日本の 高コンテクスト文化 （ ）が現地化を妨げているという主張である。
安室によれば、高コンテクスト文化の中で成長・発展を遂げてきた日本企業には、明示
化・コード化されていない経営のノウハウや仕組み（暗黙知）が多く、海外子会社の経営




第 は 職務・組織構造 の視点からアプローチした議論で、石田（ ・ ）は日
本人の職務観は柔軟で融通性があるのに対し、外国人は職務を明確で固定的なものと考え
るなど、両者が当然と考えることにギャップがある点を現地化に向けた障害として指摘し
ている。また林（ ）は、先述した コンテクスト 概念と アナログ知覚・デジタル









続いて第 の視点は吉原（ ・ ）が論じた 内なる国際化 に関わるものであ







そして第 は （ ）や （ ）に代表される 社会構
造 の視点である。 によれば、日本の社会構造の特徴は 同質性 と 集団志





われわれとあの人たち というメンタリティ （ ）を育む







の問題は 現地の有能人材の採用・定着難 である。例えば （ ・ ）は、前
述の日・欧・米多国籍企業の比較研究から、 有能人材の採用難 に直面しているのは欧
州系・米国系企業が各々 ％・ ％であるのに対し、日系においては ％に及ぶことを報
告している。また 現地人の高い離職率 に悩む企業は、欧州系・米国系については
％・ ％に留まるが、日系では ％となっている（同上）。
第 は 現地適応力の弱い経営による業績へのマイナスの影響 である。逆に言うと、
海外子会社が現地化を通して ローカルのインサイダー になることができれば、現地の
環境に埋め込まれた知識・情報へのアクセスという点で優位性を発揮できよう（
浅川 ）。事実、先に示した吉原（ ）の日系企業調査では、 利
益率 ％以上 の海外子会社の比率は、日本人が社長を務めるケースにおいては ％で
あるのに対し、現地人社長では ％と高く（ ％水準での有意差）、現地化が海外子会社
の業績を説明する要因の つであることが述べられている。
そして第 の弊害は 駐在員派遣に付随するコストアップ である。これには住居費・
子女教育費などの 金銭的（直接的）コスト （ ）に加え、駐在
員及び帯同家族の 異文化適応 や 帰任後の再統合（再適応）（
）といった間接的なコストも含まれる。














社長比率は、 年に ％であったものが、 年には ％まで上昇してきている ）。こ







協会（ ）によれば、 年データ（非日本人社長比率 ％）を新方式で再計算すると ％になる
とのことである。
れを業種別に見ると、 製造業 （ ％）の方が 非製造業 （ ％）よりも高い。翻って
地域別では、 欧州 が ％と最も高く、第 位は オセアニア で ％、以下 北米
％、 中近東・アフリカ ％、 中南米 ％、 中国以外のアジア ％と続












そして第 の要因は日本企業における 国際人的資源管理の変革 である。かつての日
本企業の国際人的資源管理は、日本人駐在員管理とほぼ同義語とも言うべきもので、そこ
には日本人駐在員を 主 、現地人を 従 とするエスノセントリックな経営思想が内在














に上る ）。第 は公刊あるいは同社から提供された文献や資料のレビュー、そして第 は




















全世界で約 ポスト）の後継者となりうる ハイポテンシャル人材 をグローバルに発
掘し、育成することにある（古沢 ・ ）。ハイポテン
シャル人材は 実績評価 と コンピテンシー評価 に基づいて、各カンパニーからノミ
ネートされる ）。なお、実績評価は 目標管理制度 、コンピテンシー評価に関しては
経営理念 等をベースとした パナソニックリーダーシップコンピテンシー のアセス
メントがツールとして用いられている。
現在、ハイポテンシャル人材として登録されている従業員は全世界で約 名に及
） 年以降のインタビュー調査の実施年月は次のとおりである 年 月、 年 月、 年
月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、
年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、 年 月、




） システムについては、古沢（ ・ ）を参照。
）パナソニックは カンパニー制 を導入している。
















は 日本採用の外国人社員 （日本勤務者）の増強で、現在（ 年時点）の在籍者数
は 年と比べて 倍以上になっている。また外国人社員に対するメンター制度、情報交
換ホームページ、フォローアップ面談等の支援策が整備され、採用後の定着にも注意が向
けられた。第 は 現地人社員の逆出向や日本研修 の推進で、具体的には“
”と呼ばれる日本勤務と研修を結合させた仕組み（ ヶ月 年間）が始まっ
た。他方、日本人社員に対しては、昇格や海外駐在に際する スコア の要件化
がなされ、主事昇格は 点、海外駐在は 点である。加えて、 海外駐在 がキャリア
パスとして重視されるようになってきたことも見逃せない。事実、筆者のパナソニックへ
のインタビュー調査では、日本本社の役員に占める 海外駐在経験者 外国人 の比率
は、プラザ合意のあった 年には僅か ％であったが、 年 ％ 年




























（ ％）、第 位以下は 子会社 （ ％）、 地域本社・持株会社 （ ％）、
生産子会社 （ ％）、 事業支援会社 （ ％）の順となっている（ 乗検定で
％水準の有意差）。先に紹介した日本在外企業協会の調査では、親会社の業種を 製造
） 海外進出企業総覧 （国別編） には、パナソニックの海外現地法人として 社が掲載されて
いるが、今回の研究では社長名が記載されていない企業及び一部少数所有企業を除く 社を対象とす
ることにした。













中南米 ─ （ ）
アフリカ ─ ─ ─ ─ （ ）
オセアニア ─ ─ ─ ─ （ ）
合計（機能） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
（注 ） 海外進出企業総覧 （国別編） に基づき筆者分析。
（注 ）機能別では ％水準、地域別では ％水準の有意差を検出（ 乗検定）。
）機能別に平均操業年数を比較したところ、 販売・マーケティング が最長で（ 年）、 生産 が
それに続き（ 年）、 が最も短い（ 年）という、いわゆる企業の国際化のプロセス（吉
原， ）に合致した結果となり、分散分析では ％水準の有意差が検出された（ 値 ）。な
お、全体の操業年数は 年、他の機能については 地域本社・持株会社 年、 事業支援
年であった。
）地域別の平均操業年数は、 アフリカ 年、 オセアニア 年、 中南米 年、 欧
州 年、 その他アジア 年、 北米 年、 中国 年となった。また分散分






続いて地域別では、現地人社長比率が最高であるのは 欧州 で ％、次が 北米
の ％、以下 中南米 （ ％）、 その他（中国以外の）アジア （ ％）と続き、
最低は 中国 の ％であった。ここでも、 乗検定の結果、 ％水準で有意差が現
れた ）。
さらに操業年数別では、子会社の歴史が古いほど現地人社長の比率が高くなることが分
かった（表 ）。具体的には、操業年数が 年 の子会社の現地人社長比率が




ち機能と地域に関しては各々 販売・マーケティング 中国 を参照カテゴリーとして
ダミー変数化し、操業年数については設立からの経過年数を投入した。一方、従属変数は
日本人社長 、現地人（非日本人）社長 の二値変数とした。分析の結果は表
のとおりである。まず と の適合度検定では、 であったこと
から、回帰モデルはデータに適合していると判断できる。そして現地人社長の規定要因と
日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する
（表 ）操業年数別の 現地人（非日本人）社長 比率（％）
（注 ） 海外進出企業総覧 （国別編） に基づき筆者分析。






ついては 欧州ダミー と 北米ダミー が有意であるという結果が示された。より正確
に言えば、機能では参照カテゴリーである 生産子会社 に対して有意、地域では同じく
中国 と比べて有意ということである。なお、オッズ比は 販売・マーケティングダ













（表 ） 現地人（非日本人）社長 の規定要因（ロジスティック回帰分析）















































そして第 のインプリケーションは 現地化を越えた国際人的資源管理の追求 であ
る。 グローバル統合なき現地化 は単なる バラバラ経営 の寄せ集めで終わってしま
う危険性があると思われる（古沢 ）。別言すれば、 トランスナショナル企業モデ






応 と グローバル統合 の同時達成を図り、 ローカルの知識をグローバルに活用す
る ためには、世界中の有能人材を 規範的・制度的 にグローバルな枠組みに統合して
いくことが求められよう（古沢 ・ ・
）。具体的には、規範的統合については海外子会社の現地人















































浅川和宏（ ） グローバル 戦略とナレッジ・マネジメント 組織科学 （第 巻第
号） 。
石田英夫編著（ ） 国際人事 中央経済社。
石田英夫（ ） 国際経営とホワイトカラー 中央経済社。
白木三秀（ ） 日本企業の国際人的資源管理 日本労働研究機構。
東洋経済新報社編（ ） 海外進出企業総覧 （国別編） 。




林吉郎（ ） 異文化インターフェイス経営 日本経済新聞社。
古沢昌之（ ） 日本企業における国際人的資源管理の変革 国際ビジネス研究学会年報
（第 号） 。
古沢昌之（ ） グローバル人的資源管理論─ 規範的統合 と 制度的統合 による人材マ
ネジメント─ 白桃書房。
古沢昌之（ ） 日本企業のグローバル人的資源管理に関する一考察─日産自動車の事例研究
─ 大阪商業大学論集 （第 ・ 号） 。
古沢昌之（ ） 国際人材開発戦略 諸上茂登・藤澤武史・嶋正編著 国際ビジネスの新機
軸 同文舘出版 。
安室憲一（ ） 国際経営行動論 森山書店。
安室憲一（ ） グローバル経営論 千倉書房。
吉原英樹（ ） 現地人社長と内なる国際化 東洋経済新報社。
吉原英樹（ ） 未熟な国際経営 白桃書房。
吉原英樹（ ） 国際経営（新版） 有斐閣。
以上
日本企業の国際人的資源管理における 現地化問題 を再検討する
